
施策名 部局名 作成責任者

施策の概要
政策評価

実施予定時期
令和5年度以降に実施

達成目標1
目標設定の

考え方・根拠

基準値 目標値

― H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

― 9 11 13 14 26

年度ごとの目
標値

8 10 12 17 19

基準値 目標値

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

17 16 16 23 26 29

年度ごとの目
標値

17 16 16 23 26

我が国の産業競争力の強化や経済・社会的課題への対応に資する海洋科学技術に
係る取組の強化

「第５期科学技術基本計画」（平成28年１月閣議決定）において、「海洋の
適切な開発、利用及び管理を支える一連の科学技術は、産業競争力の強化や
下記（１）から（３） の経済・社会的課題への対応に加えて、我が国の存立
基盤を確固たるものとするものであり、更なる大きな価値を生みだす国家戦
略上重要な科学技術として位置付けられるため、長期的視野に立って継続し
て強化していく必要がある」との記載があるため。
（１）持続的な成長と地域社会の自律的な発展、
（２）国及び国民の安全・安心の確保と豊かで質の高い生活の実現、
（３）地球規模課題への対応と世界の発展への貢献

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
本事業の目的を踏まえ、地元への情報・技術等の提供を示す指標として設
定。事業の実施状況・実績を踏まえ、最終年度（R２年度）の目標に向けた年
度ごとの目標値を設定。

【出典】
事業実施機関へのヒアリング

②｢東北マリンサイ
エンス拠点形成事
業｣における調査結
果を周知するために
漁業関係者、自治体
等に対する説明会、
講演活動等を実施し
た数

30

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
本事業で開発された手法の技術移転を示す指標として設定。事業規模・実績
をもとに目標値を設定。「海洋生物資源確保技術高度化」が終了する令和2年
度を目標年度として設定。

【出典】
事業実施機関へのヒアリング

①「海洋生物資源確
保技術高度化」「海
洋情報把握技術開
発」で開発された手
法が他機関において
利用、応用されてい
る件数

30

令和２年度実施施策に係る事前分析表

宇宙・航空、海洋・極域、更には原子力の研究開発及び利用の推進については、産業競争力の強化や経済・社会的課題への対応
に加えて、我が国の存立基盤を確固たるものとするものであり、国家戦略上重要な基幹技術として、長期的視野に立って継続的
な強化を行う。

（文R2－9－5）

国家戦略上重要な基幹技術の推進

・「第5期科学技術基本計画」（平成28年１月22日閣議決定）
第３章（１）①②、（２）①④、（３）①②、（４）など
・「統合イノベーション戦略２０２０」（令和２年７月11日閣議決定）
第６章（２）②、（４）（６）①など
・「宇宙基本計画」(令和２年６月３０日閣議決定）
・「エネルギー基本計画」（平成30年７月３日閣議決定）
第２章第２節４（４）②１）など

研究開発局開発企画課 永井　雅規

令和元年度予算額
（執行額）

令和2年度
当初予算額

施策の予算額・執行額
（千円） 480,807,164

(480,695,291)
446,181,550

施策に関係する内閣の
重要施策(主なもの)
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基準値 目標値

H27年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R6年度

8 8 16 20 31 15

年度ごとの目
標値

8 16 20 20 31

基準値 目標値

H24年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R3年度

29 29 29 29 29 29

年度ごとの目
標値

29 29 29 29 29

基準値 目標値

― H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R7年度

― ― ― ― ― 519

年度ごとの目
標値

― ― ― ― ―

基準値 目標値

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R7年度

639 649 1,056 811 898 690

年度ごとの目
標値

― ― ― ― ―

⑥（国研）海洋研究
開発機構における
データ公開数

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【目標値の設定根拠】
海洋研究開発機構の第3期中期目標期間（H26-H30）の平均値を目標値とす
る。

【出典】
（国研）海洋研究開発機構へのヒアリング

811

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
南極地域観測第Ⅸ期６か年計画（H28～R3）における、実施課題数や事業規模
に照らして数値を設定。

【出典】
事業実施機関へのヒアリング

④南極地域観測計画
に基づき、取得し公
開したデ－タの数

29

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【目標値の設定根拠】
H30年度以前は機構独自のデータベースを用いて算出した査読付き論文数の割
合を測定指標としていたが、算出する論文の水準を一定に保つため、R1年度
よりWeb of Scienceの登録データによる集計へ変更した。このため、現時点
で保有するデータはR1年度の単年度分のみであり、現時点で状況の推移、複
数年度平均等の把握・算出も困難、よって、現時点で適切な目標値の設定は
困難であるが、第4期中長期計画最終年度であるR7年度においても、実績値で
あるR1年度以上の論文掲載を目指すこととし、これを目標値とする。
【指標の根拠】
当該年度にWeb of Science収録誌に掲載された、機構所属の著者が含まれる
論文数
【出典】
（国研）海洋研究開発機構へのヒアリング

⑤（国研）海洋研究
開発機構における
Web of Science収録
誌に掲載された論文
数

519

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
実施課題数や事業規模に照らして数値を設定。

【出典】
事業実施機関へのヒアリング

③「北極域研究推進
プロジェクト」にお
ける国際的な枠組み
への日本人研究者等
の参画状況（人）

30

測定指標
実績値
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関連する
指標

行政事業レビュー
番号

②
0054

（復興庁）

③ 0252

① 0253

①～⑥ 0255

④ 0256

① 0254

⑤、⑥ 0284

⑤、⑥ 0285

海洋分野の研究開発の推進事務
（平成23年度）

7.7
(4.1)

9.3 ―

北極域研究推進プロジェクト
（平成27年度）

759
(759)

1,050.1 ―

海洋生物資源確保技術高度化
（平成23年度）

66
(66)

53 ―

備考

南極地域観測事業に必要な経費
（昭和31年度）

4,755.3
(4,520)

4,094 ―

海洋情報把握技術開発
（平成30年度）

東北マリンサイエンス拠点形成事業
（平成25年度）

580
(579)

539 復興庁予算

107.7
(107.4)

達成手段
（開始年度）

令和元年度予算額
（執行額）
【百万円】

令和2年度
当初予算額
【百万円】

81.4 ―

平和と福祉の理念に基づき、海洋に関する基盤的研究開
発、海洋に関する学術研究に関する協力等の業務を総合
的に行うことにより、海洋科学技術の水準の向上を図る
とともに、学術研究の発展に資することを目的とする。

昨年度事前分析表からの変更点 海洋研究開発機構に係る指標を変更するとともに、指標を重点化。

国立研究開発法人海洋研究開発機構運営費交
付金に必要な経費
（平成16年度）

32,069.5
(32,069.5)

31,843.4

国立研究開発法人海洋研究開発機構船舶建造
に必要な経費
(平成16年度)

3,127.1
(3,127.1)

1,744.5
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達成目標2
目標設定の

考え方・根拠

H28年度

H29年度

H30年度

R1年度

目標 毎年度

関連する
指標

行政事業レビュー
番号

① 0286

① 0287

①利用ニーズを踏
まえた衛星システ
ムの開発・運用

実績

・先進レーダ衛星(ALOS-4)の開発に着手した。
・4月の熊本地震において、ALOS-2による観測データを地震予知連絡会や地震調査委員会等の防災機関へタイムリーに提供し、地震活動の
評価に活用された。また、解析技術を向上させ、地震後温泉が止まった内牧温泉の原因究明と復旧等に活用された。
・8月の台風10 号（東北東部豪雨）において、ALOS-2による観測データが防災ヘリの調査ルートの立案に活用された。
・独立行政法人国際協力機構（JICA）と共同で構築した「JICA-JAXA 熱帯林早期警戒システム（JJ-FAST）」の提供を開始した。

・気候変動観測衛星「しきさい」(GCOM-C)及び超低高度衛星技術試験基(SLATS)を打ち上げた。
・ALOS-2 による地震・火山災害時等の活用実績を踏まえ、「防災基本計画」（中央防災会議にて4 月に策定）に情報収集手段の一つとし
て「人工衛星」が追記された。
・10 月の霧島連山新燃岳の噴火において、SAR データの解析結果が火山噴火予知連へ共有され、時々刻々と変化する火口内溶岩ドームの
拡大・流出等の状況把握に役立てられた。

・温室効果ガス観測技術衛星「いぶき2号」(GOSAT-2)及び革新的衛星技術実証1号機を打ち上げた。
・7月豪雨において、緊急観測を複数回実施し、土砂災害の発生状況の把握に貢献した。
・12月のインドネシアでの津波発生を受け、ALOS-2による観測を実施し、観測結果をインドネシア防災機関等に提供した。

・JAXAが静止気象衛星ひまわりの観測データから開発した技術をもとに、令和元年度より気象庁が「黄砂解析予測図」の提供を開始した。
JAXAの開発技術が黄砂の飛散状況把握の高精度化などに貢献した。
・台風15号、台風19号、千葉豪雨災害等において、陸域観測技術衛星2号「だいち2号」（ALOS-2）による緊急観測を実施し、各自治体によ
る被災状況の把握や復旧作業に活用された。

宇宙基本計画に基づき、利用ニーズを踏まえた衛星システムの開発･運用を行う。災害対策、地球規模の環境問題の解決等に貢献する宇宙
技術の研究開発を継続し、衛星利用を一層促進する。また、研究開発の成果を最大限活用し、より広く社会・経済へ還元する。

測定指標の選定理由及び目
標値（水準・目標年度）の
設定の根拠

【目標の設定根拠】
宇宙基本計画（令和2年6月閣議決定）にも示されるとおり、宇宙を活用した地球規模課題解決や安全・安心で豊かな社会の実現が求められ
ているため。
【出典】
JAXA業務実績等報告書等

測定指標 基準値 ―

国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構施設
整備に必要な経費
（平成15年度）

7,190
(7,191)

1,121

将来の利用ニーズを踏まえた衛星システムの研究開発・技術実証が行われ、衛星
利用技術の基盤が確立される。

宇宙基本計画（令和2年6月閣議決定）にも示されるとおり、宇宙を活用した
地球規模課題解決や安全・安心で豊かな社会の実現が求められており、将来
の利用ニーズを踏まえた衛星システムの研究開発・技術実証が行われ、衛星
利用技術の基盤を確立することは重要であるため。

達成手段
（開始年度）

令和元年度予算額
（執行額）
【百万円】

令和2年度
当初予算額
【百万円】

備考

国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構運営
費交付金に必要な経費

（平成15年度）

135,260
(135,260)

118,447 関係府省と緊密に連携しながら、「衛星リモートセンシ
ング、衛星通信・放送」、「宇宙輸送システム」、「宇
宙科学・探査」、「有人宇宙技術」、「航空科学技術」
等の施策を推進する。

昨年度事前分析表からの変更点
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達成目標3
目標設定の

考え方・根拠

基準値 目標値

H13年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 毎年度

100％
100%

(3/3 機)
100%

(4/4 機)
100%

(5/5 機)
100%

(3/3 機)
100%

(2/2 機)

年度ごとの目
標値

― ― ― ― ―

H28年度

H29年度

H30年度

R1年度

目標 毎年度

―

②新型基幹ロケッ
トH3ロケットの開
発

実績

・基本設計を完了し、ロケット機体や固体ブースター、第1段、第2段エンジン等の各部の詳細設計へ移行した。
・実機型ターボポンプ単体試験の第一シリーズを完了し、LE-9 実機型燃焼試験やLE-5B-3 認定試験等の開発試験に着手した。
・現行基幹ロケット（H-IIA 及びH-IIB）からの移行計画を受け、移行時期の目処が示されたとともに、宇宙基本計画工程表に具体的な
ミッション割当て割り当てが反映された。

・総合システム（ロケット、地上施設設備、打上安全監理）の詳細設計を完了し、詳細設計に資するため、開発試験（LE-9実機型燃焼試
験、LE-5B-3認定試験等）を実施した。
・LE-9エンジンについては、本開発初のフルスケール燃焼試験において、100%の推力レベルを達成し、意図した機能・性能の実現性を確認
するための有効なデータを得た。

・H3ロケットの第1段、第2段エンジン及び固体ロケットブースターの試験等を着実に実施し、総合システムの維持設計を実施した。
・エンジン等技術試験用供試体による技術試験（第1段及び第2段エンジンの燃焼試験や要素試験等）を継続した。
・固体ロケットブースタの燃焼試験およびシステム燃焼試験、試験機初号機の実機製作に着手した。

・エンジン燃焼試験等開発試験並びに維持設計を進めた。
・第一段推進系の設計を確定した他、第二段エンジンの各種認定試験を完了する等、試験機初号機の製造を進めた。

我が国の自立的な打上げ能力の拡大及び打上げサービスの国際競争力の強化に資するべく、令和3年度の初号機の打上げを目指し、開発を
着実に推進する。

測定指標の選定理由及び目
標値（水準・目標年度）の
設定の根拠

【測定指標及び目標の設定根拠】
宇宙基本計画（閣議決定　令和2年6月）においても、我が国の宇宙活動の自立性を確保するとともに、打上げ能力の拡大や国際競争力強化
に貢献することが求められており、多様な輸送手段の確保、更なる信頼性の向上が求められているため。
【出典】
JAXA業務実績等報告書等

測定指標 基準値

H-II A/Bロケット及びそれらの後継のH3ロケット並びに固体燃料のイプシロンロ
ケットを引き続き我が国の基幹ロケットとして位置付け、双方の産業基盤を確実
に維持し、我が国の自立的な打上げ能力の維持・拡大及び国際競争力の強化を目
指す。

宇宙基本計画（令和2年6月閣議決定）においても、宇宙空間への我が国の自
立的な打上げ能力を確保するとともに、打上げ能力の拡大や国際競争力強化
に貢献することが求められており、基幹ロケットの維持、多様な輸送手段の
確保、更なる信頼性の向上及び将来輸送系に必要な技術基盤を確立すること
は重要であるため。

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【目標の設定根拠】
宇宙基本計画（令和2年6月閣議決定）にも示されるとおり、宇宙を活用した
災害対策・国土強靭化や地球規模課題の解決への貢献が求められているた
め。
【出典】
JAXA調べ

①H-IIA及び
H-IIBロケットの各
年度ごとの打ち上げ
成功率

100％
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H28年度

H29年度

H30年度

R1年度

目標 毎年度

関連する
指標

行政事業レビュー
番号

①～③ 0260

①～③ 0286

①～③ 0287

③ 固体ロケット
システムの維持・
発展

実績

・打上げ能力の向上及び衛星包絡域の拡大のための高度化開発を行ったイプシロンロケット2 号機（強化型）を12 月に打ち上げた。
・複数衛星を打ち上げるためのシステムについて基本設計を完了した。

・イプシロンロケットのオプション形態と低衝撃型衛星分離機構の飛行実証を行い、イプシロンロケット3号機（強化型）を1月に打ち上げ
た。新規に開発した小型液体推進系（PBS）により、海外の競合ロケットと比較し同等以上の高い精度で軌道投入可能な能力を有すること
を実証した。

・革新的衛星技術実証プログラムの一環として相乗り機能を付加したイプシロンロケット4号機において小型実証衛星１号機等の７衛星を
同時に打ち上げた。同時に、イプシロンロケット初の複数衛星の太陽同期軌道への同時打上げに成功した。

・ロケットシステム開発とイプシロンロケットを用いた打上げ輸送サービスを担う民間企業を選定した。
・イプシロンロケットのコストダウン等につなげるため「イプシロンSロケット」プロジェクト開発に移行した。

小型衛星の打上げに柔軟かつ効率的に対応できる、低コストかつ革新的な運用性を有するイプシロンロケットの研究開発及び打上げを宇宙
基本計画に基づき行う。

測定指標の選定理由及び目
標値（水準・目標年度）の
設定の根拠

【測定指標及び目標の設定根拠】
宇宙基本計画（閣議決定　令和2年6月）においても、我が国の宇宙活動の自立性を確保するとともに、打ち上げ能力の拡大や国際競争力強
化に貢献することが求められており、多様な輸送手段の確保、更なる信頼性の向上が求められているため。
【出典】
JAXA業務実績等報告書等

測定指標 基準値 ―

備考

基幹ロケット高度化の推進
（平成25年度）

6,986
(6,986)

6,083 ―

昨年度事前分析表からの変更点

国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構運営
費交付金に必要な経費

（平成15年度）

135,260
(135,260)

118,447 関係府省と緊密に連携しながら、「衛星リモートセンシ
ング、衛星通信・放送」、「宇宙輸送システム」、「宇
宙科学・探査」、「有人宇宙技術」、「航空科学技術」
等の施策を推進する。

国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構施設
整備に必要な経費
（平成15年度）

7,190
(7,191)

1,121

達成手段
（開始年度）

令和元年度予算額
（執行額）
【百万円】

令和2年度
当初予算額
【百万円】
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達成目標4
目標設定の

考え方・根拠

基準値 目標値

― H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R6年度

― 5件 6件 6件 7件 8件

年度ごとの目
標値

― ― ― ― ―

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
・ISS参加国はISS運用にかかる共通的なシステム運用経費の分担している。
我が国はISSへの物資輸送により分担責任を果たしており、関係諸国との国際
調整の結果、我が国が行う補給ミッションの回数は令和６年度までに12回と
なっているため、目標値として設定。
【出典】
JAXA業務実績等報告書等

①JAXAが行う宇宙ス
テーション補給ミッ
ションの実績（累
計）

12件

国際宇宙ステーション（ISS）計画やアルテミス計画などの国際協力プロジェクト
に参加し、更なる深宇宙探査に向けて必要となる技術や宇宙環境の利用技術の獲
得を図る。また、アジア・太平洋地域宇宙機関会議（APRSAF）等を通じた国際協
力・交流により、諸外国との協力関係を強固にするとともに、世界的な共通課題
への対応を図る。

宇宙基本計画（令和2年6月閣議決定）及び宇宙基本計画工程表（令和2年6月
宇宙開発戦略本部決定）において下記のとおり示されているため。
・ISSにおける活動については、費用対効果を向上させつつ、ISSにおける科
学的研究及び技術開発の取組を宇宙環境利用を通じた知の創造に引き続き活
かす必要があり、また国際宇宙探査で必要となる技術の実証の場としてISSを
活用することで、国際協力による月探査活動や将来の地球低軌道活動に向け
た取組へと、シームレスかつ効率的につなげていく。
・アルテミス計画については、我が国が強みを有する分野で参画し、ゲート
ウェイの建設・運用・利用及びゲートウェイの活用に向けた技術実証に取り
組み、深宇宙探査に必要な能力を獲得する。また、地球低軌道向けの超小型
衛星開発等で培われた大学等の技術を活用し、民間事業者等とも協働しつ
つ、月・月以遠での持続的な探査活動に必要な基盤技術の開発・高度化を進
め、国際宇宙探査を支える基盤の強化及び裾野の拡大を図る。
・APRSAF等の多国間の協力枠組みを積極的に活用し、裾野の広い国際宇宙協
力を推進することにより、我が国のリーダーシップ及び外交力の一層の強化
につなげる。

測定指標
実績値
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H28年度

H29年度

H30年度

R1年度

目標 毎年度

②国際的な協調を
踏まえた、日本実
験棟「きぼう」等
の運用及び国際宇
宙探査（アルテミ
ス計画）への参画

実績

・宇宙ステーション補給機「こうのとり」6号機（HTV6）により、日本製のリチウムイオン電池を使用した新型のISSバッテリ等を輸送し
た。
・日本の大学の人材育成機能・超小型衛星開発能力とJAXA の「きぼう」からの超小型衛星放出能力を組み合わせ、アジア諸国が求める協
力を実施した。具体的には、東北大・北大と共同開発したフィリピン初の国産超小型衛星を「きぼう」から放出した他、日本の中小企業に
よる超小型衛星（FREEDOM）など計54 機の超小型衛星を放出した。また、発展途上国等への超小型衛星放出の利用機会提供に係る協力取決
めに基づき、13 件の応募の中からケニア初となる超小型衛星を選定した。

・創薬ベンチャーとの有償利用契約試料数を6 倍の30 種に増加し、JAXAが試料生成への技術的助言から宇宙実験、構造解析まで一連の作
業を受託する包括的戦略的パートナ契約を締結した。
・「きぼう」を利用した超小型衛星放出の事業者の公募を開始するとともに、外部有識者（日本政策投資銀行(DBJ)、ベンチャーキャピタ
ル等）も選定に加わる等、事業化に対応した選定の仕組みを新たに構築した。
・金井宇宙飛行士がISSへの第54次／55次長期滞在を開始し、「きぼう」船内でのマウス飼育やタンパク質結晶生成実験等を実施した。

・「こうのとり」7号機（HTV7）に搭載された小型回収カプセルにより実験サンプルの回収に成功し、加速度負荷を抑えた大気圏再突入技
術を実証したほか、ISSからの物資回収が可能となった。
・「きぼう」からの超小型衛星放出事業及び船外ポート利用事業について民間企業に開放し、商業活動の拡大を図った。
・金井宇宙飛行士によるISS長期滞在を安全、確実に実施完了した。

・「きぼう」の超小型衛星放出事業や船外ポート利用事業について、エンドユーザの早期実証機会への要望に応えるとともにビジネス拡大
に貢献した。
・宇宙ステーション補給機「こうのとり」8号機（HTV8）による物資補給に成功し、ISSの維持に必須な大型バッテリ等の唯一の輸送機とし
て補給を行い、ISSの安定的な運用に貢献した。
・米国スペースX社の「クルードラゴン」運用初号機に野口宇宙飛行士が初の国際パートナ搭乗員として決定された。

有人宇宙技術及び宇宙環境利用技術をはじめとする広範な技術の高度化の促進及び国際協力の推進を目的として、日本実験棟「きぼう」に
おける宇宙空間利用技術の実証と運用及び宇宙飛行士の搭乗を安全・確実に実施するとともに、アルテミス計画等の無人･有人宇宙活動を
行う上で必要となる技術の開発及び知見の蓄積を進める。また、ゲートウェイ居住棟への我が国が強みを有する技術・機器の提供、ゲート
ウェイへの補給、月面着陸探査を通じたデータ共有等に向けた取組を進めるとともに、非宇宙産業を含む民間企業等の参画を得つつ、月で
の持続的な探査活動に向けた先行的な研究開発や要素技術の開発・高度化及び実証を進める。

測定指標の選定理由及び目
標値（水準・目標年度）の
設定の根拠

【測定指標及び目標の設定根拠】
宇宙基本計画（令和2年6月閣議決定）において示されているとおり、ISSにおける活動については、費用対効果を向上させつつ、ISSにおけ
る科学的研究及び技術開発の取組を宇宙環境利用を通じた知の創造に引き続き活かす必要があり、また国際宇宙探査で必要となる技術の実
証の場としてISSを活用することで、国際協力による月探査活動や将来の地球低軌道活動に向けた取組へと、シームレスかつ効率的につな
げていく必要があるため。
国際宇宙探査（アルテミス計画）への参画については、我が国が強みを有する分野で参画し、ゲートウェイの建設・運用・利用及びゲート
ウェイの活用に向けた技術実証に取り組み、深宇宙探査に必要な能力を獲得する必要があるため。また、地球低軌道向けの超小型衛星開発
等で培われた大学等の技術を活用し、民間事業者等とも協働しつつ、月・月以遠での持続的な探査活動に必要な基盤技術の開発・高度化を
進め、国際宇宙探査を支える基盤の強化及び裾野の拡大を図る必要があるため。
【出典】
JAXA業務実績等報告書等

測定指標 基準値 ―
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H28年度

H29年度

H30年度

R1年度

目標 毎年度

関連する
指標

行政事業レビュー
番号

①② 0257

①②③ 0259

①②③ 0286

①② 0287

昨年度事前分析表からの変更点

測定指標の選定理由及び目
標値（水準・目標年度）の
設定の根拠

【測定指標及び目標の設定根拠】
宇宙基本計画（令和2年6月閣議決定）において示されているとおり、APRSAF等の多国間の協力枠組みを積極的に活用し、裾野の広い国際宇
宙協力を推進することにより、我が国のリーダーシップ及び外交力の一層の強化につなげるとされているため。
【出典】
JAXA業務実績等報告書等

・関係府省と緊密に連携しながら、「衛星リモートセン
シング、衛星通信・放送」、「宇宙輸送システム」、

「宇宙科学・探査」、「有人宇宙技術」、「航空科学技
術」等の施策を推進する。

達成手段
（開始年度）

令和元年度予算額
（執行額）
【百万円】

令和2年度
当初予算額
【百万円】

備考

国際宇宙ステーション開発に必要な経費
（平成15年度）

33,687
(33,688)

25,983

宇宙・航空分野の戦略的研究開発・国際展開
の推進

（平成23年度）

89.6
(72.5)

87.5 ―

宇宙基本計画の改訂等を踏まえ、達成目標の変更及び測定指標の変更（測定指標②）・追加（測定指標③）を行った。

・関係府省と緊密に連携しながら、「衛星リモートセン
シング、衛星通信・放送」、「宇宙輸送システム」、

「宇宙科学・探査」、「有人宇宙技術」、「航空科学技
術」等の施策を推進する。

国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構運営
費交付金に必要な経費

（平成15年度）

135,260
(135,260)

118,447

国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構施設
整備に必要な経費
（平成15年度）

7,190
(7,191)

1,121

-

-

測定指標 基準値 ―

③APRSAFを通じた
アジア・太平洋地
域の国々との協働
による社会課題解
決に向けた取組等

実績
-

-

APRSAFの特色であるメンバー国や地域を拘束しないオープンで柔軟な協力体制を最大限に活用して、政策担当者や産業界等で構成される分
野別コミュニティの形成を推進する。また、アジア地域において、対象国のニーズに応じた二国間又は多国間での協力により、防災・環境
対策等の共通課題に取り組む。

―
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達成目標5
目標設定の

考え方・根拠

H28年度

H29年度

H30年度

R1年度

目標 毎年度

関連する
指標

行政事業レビュー
番号

① 0286

① 0287

①宇宙科学研究や
宇宙探査のための
衛星の開発･運用
の進捗状況

実績

・ジオスペース探査衛星「あらせ」（ERG）の開発を完了し、12 月にイプシロンロケット2 号機にて打ち上げ、定常運用を開始した。
・X線天文衛星代替機計画を立ち上げた。また、X 線天文衛星「ひとみ（ASTRO-H）異動事象を踏まえ、再発防止のためのアクションプラン
を作成、既存プロジェクトに適用した。
・水星探査プロジェクト（BepiColombo）、小型月着陸実証機（SLIM）等の打ち上げ準備を進めた。

・観測ロケットSS-520ロケット5号機を打上げ、超小型衛星「TRICOM-1R」を所定の軌道に投入した。
・磁気圏尾部観測衛星（GEOTAIL）、太陽観測衛星「ひので」（SOLARB）、ジオスペース探査衛星「あらせ」（ERG）、金星探査機「あかつ
き」（PLANET-C）等の科学観測衛星運用を継続し、観測データを取得した。
・小惑星探査機「はやぶさ2」が小惑星Ryugu に向けて、イオンエンジンによる航行を行った。

・ジオスペース探査衛星「あらせ」による観測結果から、オーロラ発生の物理プロセスの同定に成功した。
・欧州宇宙機関(ESA)との国際協力による水星探査計画（BepiColombo)において開発した水星磁気圏探査機（みお）が10月に打上げられ
た。
・小惑星探査機「はやぶさ2」が、小惑星「リュウグウ」に到着し、地表のサンプル採取のためのタッチダウン運用に成功した。

・小惑星探査機「はやぶさ２」が、人工クレータの生成に成功する等、工学的な「世界初」を達成するとともに、「はやぶさ２」の観測
データを解析し得られた科学的成果が、Science誌、Nature誌に掲載された。
・ジオスペース衛星「あらせ」（ERG）等の成果が、著名な学術誌に掲載され、さらにその中でも、科学的に重要であり大きな影響と与え
る内容として「ハイライト」に選出されるなど宇宙科学分野において世界トップクラスの科学的成果を創出した。

宇宙科学･探査に必要な観測データを取得し、世界一級の研究成果の創出及びこれからを担う新しい学問分野の開拓に貢献する。

測定指標の選定理由及び目
標値（水準・目標年度）の
設定の根拠

【目標の設定根拠】
宇宙基本計画（令和2年6月閣議決定）において、「（我が国が）「はやぶさ」、「はやぶさ2」で培った独自の深宇宙探査技術を始め、世
界的に高い評価を受けてきた我が国の実績と技術力をベースに、引き続き長期的な視点を持って取り組み、我が国のプレゼンスの更なる向
上につなげるとともに、地上技術への派生も積極的に進める」旨が明記されているため。
【出典】
JAXA業務実績等報告書等

宇宙科学や宇宙探査の分野において、衛星の開発・運用により、意義の大きな成
果を上げ、世界的な研究拠点とする。

7,190
(7,191)

1,121

基準値 ―

達成手段
（開始年度）

昨年度事前分析表からの変更点

測定指標

令和元年度予算額
（執行額）
【百万円】

令和2年度
当初予算額
【百万円】

備考

国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構運営
費交付金に必要な経費

（平成15年度）

135,260
(135,260)

118,447 関係府省と緊密に連携しながら、「衛星リモートセンシ
ング、衛星通信・放送」、「宇宙輸送システム」、「宇
宙科学・探査」、「有人宇宙技術」、「航空科学技術」
等の施策を推進する。

国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構施設
整備に必要な経費
（平成15年度）

宇宙基本計画（令和2年6月閣議決定）にも示されるとおり、宇宙科学や宇宙
探査は人類の英知を結集して、知的資産を創出し、宇宙空間における活動領
域を拡大するものであり、衛星の開発・運用により、意義の大きな成果を上
げ、世界的な研究拠点を構築することは重要であるため。
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達成目標6
目標設定の

考え方・根拠

基準値 目標値

H25年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 毎年度

54 54 53 69 63 70

年度ごとの目
標値

― 40 40 40 50

基準値 目標値

H25年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 毎年度

31 33 39 53 54 57

年度ごとの目
標値

― 10 10 10 30

H28年度

H29年度

H30年度

R1年度

目標 毎年度

③航空分野の技術
の国内外の標準
化、基準の高度化
への貢献

実績

・国際民間航空機関（ICAO） において超音速機の騒音技術の進捗に関する資料の作成やソニックブーム基準に用いる評価指標の検討等に
貢献した。
・複合材試験評価技術に関し、日本工業規格（JIS）及び国際標準化機構（ISO） に規格・標準の提案を行うなど、国内外の標準化・基準
化に貢献した。

・国際民間航空機関（ICAO） における超音速機の騒音基準策定において、離着陸騒音推算ツールを策定メンバー間で相互検証を行うな
ど、基準策定検討に貢献した。
・複合材試験評価技術に関し、日本工業規格（JIS）及び国際標準化機構（ISO） に提案した規格が制定されるなど、国内外の標準化・基
準化に貢献。

・低ソニックブーム設計機体騒音低減量評価を行うなど、国際民間航空機関（ICAO）の基準策定検討に貢献した。
・複合材試験評価技術（曲げによる板厚方向引張試験法）に関し、国際標準化機構（ISO）に提案した規格が制定されるなど、国外の標準
化・基準化に貢献した。
・航空機搭載型晴天乱気流検知装置に関し、国内メーカの海外での標準化活動を支援した。

・JAXAが選定・提案したジェットエンジン排気騒音予測モデルがICAOに採用されるなど、超音速機の国際騒音基準策定に貢献した。
・複合材試験評価技術(塩水噴霧試験方法等)に関し、日本工業規格（JIS）及びISOに提案した規格が制定されるなど、国内外の標準化・基
準化に貢献した。
・航空機搭載型晴天乱気流検知装置に関し、JAXA飛行試験データを含めたFeasibility Reportが米国の規格化団体である航空無線技術委員
会（RTCA）から発行されるなど、国内メーカの海外での標準化活動を支援した。

公正中立な立場から航空分野の技術の標準化、基準の高度化等に貢献する取組を積極的に行う。

測定指標の選定理由及び目
標値（水準・目標年度）の
設定の根拠

【目標の設定根拠】
航空科学技術分野において、国際競争力強化の観点から、産業界と連携した迅速かつ的確な国際標準化戦略が重要であるため、JAXA中期計
画（H25-H29,H30-R07）を踏まえて設定。
【出典】JAXA業務実績等報告書等

測定指標 基準値

①航空科学技術の研
究開発における連携
数（JAXAと企業等と
の共同/受託研究
数）

60/年

【目標の設定根拠】
航空科学技術分野の研究開発において、民間企業等での成果の活用を促し、
創出される成果による我が国産業の振興、国際競争力強化に資するため、
JAXA中長期計画（H25-H29,H30-R07）等を踏まえて設定。
【出典】
JAXA調べ

航空科学技術について、我が国産業の振興、国際競争力強化に資するため、社会
からの要請に応える研究開発、次世代を切り開く先進技術の研究開発及び航空産
業の持続的発展につながる基盤技術の研究開発を推進する。

平成26年8月に次世代航空科学技術タスクフォースにて取りまとめられた「戦
略的次世代航空機研究開発ビジョン」においては、航空機分野の世界市場は
今後20年で2倍に成長することが見込まれているとともに、「第5期科学技術
基本計画（平成28年1月閣議決定）」において、航空分野の研究開発は国家戦
略上重要な科学技術として位置付けられているため。

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

―

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【目標の設定根拠】
航空科学技術分野の研究開発において、民間企業等での成果の活用を促し、
創出される成果による我が国産業の振興、国際競争力強化に資するため、
JAXA中長期計画（H25-H29,H30-R07）を踏まえて設定。
【出典】
JAXA調べ

②航空科学技術の研
究開発の成果利用数
(JAXA保有の知的財
産(特許、技術情
報、プログラム/著
作権)の供与数)

40／年
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関連する
指標

行政事業レビュー
番号

①～③ 0286

①～③ 0287

国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構運営
費交付金に必要な経費

（平成15年度）

135,260
(135,260)

118,447
関係府省と緊密に連携しながら、「衛星リモートセンシ
ング、衛星通信・放送」、「宇宙輸送システム」、「宇
宙科学・探査」、「有人宇宙技術」、「航空科学技術」
等の施策を推進する。

国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構施設
整備に必要な経費
（平成15年度）

7,190
(7,191)

1,121

昨年度事前分析表からの変更点

達成手段
（開始年度）

令和元年度予算額
（執行額）
【百万円】

令和2年度
当初予算額
【百万円】

備考
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達成目標7
目標設定の

考え方・根拠

基準値 目標値

H25年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 毎年度

718 689 1,101 1,158 864 908

年度ごとの目
標値

500 500 500 500 700

基準値 目標値

H25年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 毎年度

261 269 324 352 372 335

年度ごとの目
標値

60 60 60 60 270

基準値 目標値

H25年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 毎年度

135 64 88 124 104 138

年度ごとの目
標値

50 50 50 50 60

基準値 目標値
H25年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 毎年度

890 788 720 723 696 631

年度ごとの目
標値

500 500 500 500 500

関連する
指標

行政事業レビュー
番号

①～④ 0286

①～④ 0287

①～④ 0258

昨年度事前分析表からの変更点

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【目標の設定根拠】
JAXAの有する知的財産の活用や施設・設備の供用を促進するため、JAXA中長
期計画（H25-H29,H30-R07）を踏まえて設定。
【出典】
JAXA調べ

③施設・設備共用件
数（件）

60／年

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【目標の設定根拠】
宇宙航空産業及び宇宙航空研究の水準向上を図るため、JAXA中長期計画
（H25-H29,H30-R07）を踏まえて設定。
【出典】
JAXA調べ

④JAXAにおいて人材
交流を行った数
（人）

500人／年

358.9

関係府省と緊密に連携しながら、「衛星リモートセンシ
ング、衛星通信・放送」、「宇宙輸送システム」、「宇
宙科学・探査」、「有人宇宙技術」、「航空科学技術」
等の施策を推進する。

達成手段
（開始年度）

令和元年度予算額
（執行額）
【百万円】

令和2年度
当初予算額
【百万円】

備考

国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構運営
費交付金に必要な経費

（平成15年度）

135,260
(135,260)

118,447

国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構施設
整備に必要な経費
（平成15年度）

7,190
(7,191)

1,121

宇宙・航空科学技術推進の調整に必要な経費
（平成21年度）

362.6
(361.5)

実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【目標の設定根拠】
宇宙・航空分野の研究開発プロジェクトの推進及び宇宙開発利用における研
究機関や民間からの主体的かつ積極的な参加を促すため、JAXA中長期計画
（H25-H29,H30-R07)を踏まえて設定。
【出典】
JAXA調べ

①大学・企業等との
共同研究の件数
（件）

700/年

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【目標の設定根拠】
JAXAの有する知的財産の活用や施設・設備の供用を促進するため、JAXA中長
期計画（H25-H29,H30-R07）を踏まえて設定。
【出典】
JAXA調べ

②技術移転（ライセ
ンス供与）契約件数
（件）

270／年

宇宙・航空分野の研究・開発・利用における産業界、関係機関及び大学との連
携・協力を強化する。

研究開発成果を最大化するとともに、これまで以上に研究開発の成果を社会
へ還元させるため、宇宙・航空分野の研究・開発・利用における産業界、関
係機関及び大学との連携・協力を強化することが重要であるため。

測定指標
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達成目標8
目標設定の

考え方・根拠

基準値 目標値

H27年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

92%
（11/12）

92%
（11/12）

89%
（8/9）

100%
（8/8）

95%
（18/19）

94%
（15/16）

年度ごとの目
標値

90% 90% 90% 90% 90%

基準値 目標値

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

100%
100%

(10/10)
100%

(14/14)
100%

(11/11)
100%

(14/14)
100%
(5/5)

年度ごとの目
標値

90% 90% 90% 90% 100%

福島第一原子力発電所の廃炉やエネルギーの安定供給・原子力の安全性向上・先
端科学技術の発展等

東京電力福島第一原子力発電所事故を受け、廃炉や放射性物質による汚染へ
の対策等に必要な研究開発を推進することやエネルギーの安定供給、原子力
の安全性向上、先端科学技術の発展等に資する研究開発成果を得ることが求
められているため。

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【目標の設定根拠】
東京電力ホールディングス（株）福島第一原子力発電所の廃止措置等に向け
た中長期ロードマップ」において、「大学等で行われる基礎研究の知見や諸
外国の技術や経験の取り込みにより、国内外の英知を更に結集し、総力を挙
げた研究開発を進める」ことや、「30～40 年程度かかると見込まれている廃
止措置等を実施していくため、中長期的な視点での計画的な人材育成に取り
組む」こととされており、これらを推進する必要があり、Ａ評価以上の課題
の件数割合を９割以上とすることが適当である。
【指標の根拠】
分母：当該年度に実施した中間評価及び事後評価の課題数
分子：当該年度に実施した中間評価及び事後評価(SABC)での評価がＡ以上の
課題数
【出典】
原子力科学技術に係る研究開発計画

①英知を結集した原
子力科学技術・人材
育成推進事業におけ
る中間評価及び事後
評価のうち、Ａ評価
以上の評価を受けた
課題の割合

90%

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標の選定理由】
本事業において、安全性向上、放射線廃棄物の減容・有害度低減に資する研
究開発を継続的に推進し、原子力を利用する先端科学技術の発展に資するた
めには、各課題で優れた成果をあげる必要があるため。
【目標値の設定の根拠】
分母：当該年度に実施する中間評価及び事後評価の対象課題数
分子：対象課題のうち、A評価以上評価を受けた課題数
【出典】
令和元年度国家課題対応型研究開発推進事業原子力システム研究開発事業に
係る中間評価結果について
令和元年度国家課題対応型研究開発推進事業原子力システム研究開発事業に
係る自己評価結果について

②「原子力システム
研究開発事業」にお
ける当該年度に実施
する中間評価及び事
後評価での評価
（SABCD)のうち、計
画通りの成果が挙げ
られ、又は見込まれ
るとされたA評価以
上の課題の件数割合

100%
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基準値 目標値

H27年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

100％
100%

（7/7）
83%

（5/6）
83%

（6/6）
100％
(6/6)

100%
(6/6)

年度ごとの目
標値

100% 100% 100% 100% 100%

H28年度

H29年度

H30年度

R1年度

目標 R2年度

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
本達成目標に関連する研究開発について、第３期中長期目標において示され
ている目標を着実に達成する必要があるため。
【出典】
大臣評価書
※自己評価書 項目別評定総括表より東京電力福島第一原子力発電所事故の対
処に係る研究開発、安全確保及び核セキュリティ等に関する事項、原子力安
全規制行政等への技術的支援及びそのための安全研究、原子力の基礎基盤研
究と人材育成、高速炉・新型炉の研究開発、産学官との連携強化と社会から
の信頼の確保のための活動の6項目における評価結果（H27年度においては核
融合も含めた7項目）

③JAEAにおいて、独
立行政法人通則法に
基づく主務大臣によ
る業務実績の評価結
果（SABCDの５段階
評価）のうち、標準
評価（B評価）以上
の評価を受けた項目
の割合

100％

測定指標 基準値 ―

④研究基盤となる
試験研究炉の運転
再開に向けた取組
状況

実績

原子炉施設の再稼働にむけて、新規制基準の適合性確認のため、JRR-3 においては、原子力規制庁に対し、延べ、審査会合21回、ヒアリン
グ78回を受審した。平成29年度も対応を継続し、早期の許可取得を目指す。原子炉安全性研究炉NSRR においても原子力規制庁に対し、延
べ、審査会合9回、ヒアリング45回を受審し、許可取得の見通しを得た。常陽については3月30日に設置変更許可等を申請した。

原子力施設の早期再稼働に向け、NSRRは、原子力規制委員会による審査会合（5回）及びヒアリング（42回）に対応し、設置変更許可を取
得した。STACYは、原子力規制委員会による審査会合（１回）及びヒアリング（18回）に対応し、設置変更許可を取得した。JRR-3は原子力
規制委員会による審査会合（6回）及びヒアリング（27回）に対応し、第3回及び第４回補正申請を提出した。これらにより来年度の許可取
得の見通しを得た。

NSRR及びSTACYについて、新規制基準に適合した原子炉設置変更許可を取得したことに加えて、平成30年度にJRR-3と放射性廃棄物処理場に
ついて原子炉設置変更許可を取得した。NSRRについては、施設定期検査及び使用前検査を完了して、6月28日に運転再開を果たした。

JRR-3は耐震改修工事を開始し、第1廃棄物処理棟及び第2廃棄物処理棟の耐震改修工事を完了したことに加え、NSRRは新規制基準への適合
性確認を完了して運転再開を果たし照射実験を実施した。

民間や大学等では整備が困難な試験研究炉、特に、震災後停止している施設については新規制基準への適合性確認を受けて速やかに再稼働
を果たす。また、もんじゅサイトの新たな試験研究炉について概念設計を開始する。

測定指標の選定理由及び目
標値（水準・目標年度）の
設定の根拠

【評価指標】
試験研究炉の運転再開に向けた取組状況（原子力科学研究）
【指標の根拠】
原子力分野を支える研究・開発・利用の基盤整備に関する事実を把握するため。
【出典】
業務実績等報告書
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関連する
指標

行政事業レビュー
番号

①～④ 0280

①～④ 0263

①～④
0053

（復興庁）

①～④ 0288

①～④ 0289

①～④ 0282

①～④ 0283
0

（0）
79

昨年度事前分析表からの変更点 測定指標の見直しを行い、指標数を削減した。

―

英知を結集した原子力科学技術・人材育成推
進事業

（平成27年度）

1,449
(1,388)

1,318 ―

・我が国唯一の原子力に関する総合的な研究開発機関と
して、中長期的なエネルギーの安定確保の観点から、大
強度陽子加速器施設(J-PARC)等の整備と高度化、ならび
に震災からの復旧および安全確保に係る原子力施設等の
整備を行うために、国立研究開発法人日本原子力研究開
発機構に対し、これらの研究及び技術基盤維持のための
施設整備に必要な経費について補助を行い、原子力の研
究、開発及び利用の促進に資する。
・我が国唯一の原子力に関する総合的な研究開発機関と
して、施設の設置または整備を進めるために、国立研究
開発法人日本原子力研究開発機構に対し、これらの研究
及び技術基盤維持のための施設整備に必要な経費につい
て補助を行い、原子力の研究、開発及び利用の促進に資
する。平成29年度については、固体廃棄物減容処理施設
（OWTF）の建設工事及び内装設備・機器の製作を進め
た。

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構施
設整備に必要な経費

（平成17年度）

3,893
(3,893)

3,186

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構設
備整備費

（平成25年度）

1,686
(161)

―

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構運営費交
付金に必要な経費（復興事業）

（平成25年度）

2,173
（2,173）

1,998
我が国唯一の原子力に関する総合的な研究開発機関とし
て、原子力基礎基盤研究､安全研究、核不拡散研究など原
子力の基礎基盤研究や人材育成等の取組を推進するとと
もに、中長期的なエネルギー資源の確保のため高速炉の
研究開発等の取組を実施する。また、東京電力福島第一
原子力発電所の廃止措置等に向けた研究開発など、原子
力災害からの復興に向けた取組を重点的に推進する。

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構運
営費交付金に必要な経費

（平成17年度）

130,270
(130,270)

130,106

原子力システム研究開発委託事業
（平成17年度）

達成手段
（開始年度）

令和元年度予算額
（執行額）
【百万円】

令和2年度
当初予算額
【百万円】

備考

1,212
(1,196)

979

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構施
設整備費

（平成17年度）
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達成目標9
目標設定の

考え方・根拠

基準値 目標値

H27年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

5,703 5,823 4,070 5,925 4,925 3,860

年度ごとの目
標値

5,703 4,445 3,926 5,542 5,351

基準値 目標値

H27年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

100%
100%

（2/2）
100%

（2/2）
100%

（2/2）
100%

（2/2）
100%
(3/3)

年度ごとの目
標値

100% 100% 100% 100% 100%

関連する
指標

行政事業レビュー
番号

①② 0264

①② 0265

①② 0266

①② 0261

①② 0262
放射性廃棄物減容化研究開発の推進

（平成26年度）
170
(170)

153 ―

80
(80)

82 ―

核不拡散・核セキュリティ関連業務
（平成23年度）

517
(517)

508 ―

経済協力開発機構原子力機関（OECD/NEA）共
同事業参加

（昭和41年度）

達成手段
（開始年度）

令和元年度予算額
（執行額）
【百万円】

令和2年度
当初予算額
【百万円】

備考

原子力研究開発の推進事務
（平成23年度）

97
(80)

98 ―

国際原子力人材育成イニシアティブ
（平成22年度）

224
(207)

278 ―

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
本達成目標に関連する研究開発について、第３期中長期目標において示され
ている目標を着実に達成する必要があるため。
【出典】
大臣評価書
※自己評価書 項目別評定総括表より核燃料サイクルに係る再処理、燃料製造
及び放射性廃棄物の処理処分に関する研究開発等、原子力の安全性向上のた
めの研究開発等及び核不拡散・核セキュリティに資する活動、敦賀地区の原
子力施設の廃止措置実証のための活動（R1からの追加）の3項目における評価
結果

②JAEAにおいて、独
立行政法人通則法に
基づく主務大臣によ
る業務実績の評価結
果（SABCDの５段階
評価）のうち、標準
評価（B評価）以上
の評価を受けた項目
の割合

100％

原子力分野の研究・開発・利用の基盤整備を図る。

「エネルギー基本計画」において位置づけられているとおり、原子力は重要
なベースロード電源であり、資源の乏しい我が国にとって重要なエネルギー
源の一つであるため、原子力に係る人材育成の推進・確保や、核不拡散・核
セキュリティに資する活動、国際協力の推進、電源立地対策としての財政上
の措置などを通じた原子力分野を支える研究・開発・利用の基盤整備が必要
とされている。

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
産学官の関係機関の連携により、効果的・効率的・戦略的に原子力人材を育
成するため。
目標値は研修機関における年度毎の事業計画に基づき設定。
【出典】
研修実施期間から提出される「事業計画書」
研修実施機関から提出される「事業成果報告書」

①国際原子力人材育
成イニシアティブの
実施課題における研
修等の延べ受講者数

3,310
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①② 0268

①② 0269

①② 0270

①② 0271

①② 0272

①② 0273

①② 0274

①② 0275

①② 0276

①② 0277

①② 0278

①② 0279

①② 0281

①② 0267

原子力平和利用調査等事業拠出金
(昭和61年度)

85
(85)

80 ―

2,850 ―

経済協力開発機構原子力機関拠出金
（平成元年度）

122
(111)

113 ―

原子力平和利用確保調査委託費
（平成9年度）

12
(10)

12 ―

―

昨年度事前分析表からの変更点 評価項目数の見直しを行い、指標数を削減した。

放射線利用技術等国際交流事業委託費
（平成7年度）

209
(206)

208 ―

核燃料サイクル関係推進調整等委託費
（昭和57年度）

39
(34)

39

我が国唯一の原子力に関する総合的な研究開発機関とし
て、原子力の基盤施設等を用いた人材育成を実施する。

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構運
営費交付金に必要な経費

（平成17年度）

29
(13)

2

核燃料サイクル関係推進調整等交付金
（平成2年度）

2871
(2,871)

―

原子力・エネルギー教育支援事業交付金
（平成14年度）

200
(166)

204

放射線利用・原子力基盤技術試験研究推進交
付金

（平成5年度）

336
(327)

344

―

電源地域産業育成支援補助金
（平成4年度）

114
(114)

114 ―

電源地域振興促進事業費補助金（特別電源所
在県科学技術振興事業補助金）

（平成4年度）

1,802
(1,787)

1,802 ―

原子力発電施設等研修事業費補助金
（平成6年度）

96
(96)

96 ―

電源立地地域対策交付金、交付金事務等交付
金

（昭和49年度）

8,093
(8,020)

8,164 ―

広報・調査等交付金
（昭和49年度）

128
(96)

139 ―
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